
法人名
作成（所管課）

公益財団法人大阪府育英会
教育庁私学課

○ 経営目標設定の考え方

ミッション 基本方針 戦略目標と成果測定指標【中期経営計画上の目標値】

資料１

○ 高校等授業料が実質無償化されている

中、なお授業料以外の教育費負担は残って
いることから、経済的に困難な状況にある

生徒が修学を断念することのないよう、引
き続き、教育の機会均等を保障するセーフ

ティーネットとして経済的に支援する。

○ 入学資金の貸付対象を高校等授業料が
実質無償化となる所得水準まで引き上げる
などして、生徒が家庭の経済的事情にかか
わらず、公私立を問わず自由に学校を選択
できるよう経済的に支援する。
・制度を必要とする生徒等への周知・利用

促進
・給付型奨学金制度の維持・拡充

・将来にわたって持続可能な制度としてい
くための滞納対策の一層の強化

■ 大阪府の施策
・教育機会の保障に向けた経済的負担
の軽減

１ 奨学金制度を必要とする生徒等への制度周知、
より利用しやすい制度運営

経済的な理由により高校等進学を断念すること

のないよう、中学校段階での奨学金制度の周知に
努めるとともに、奨学資金貸付と入学資金貸付を

一体的に運営し、利用者の申込み・返済手続きに
かかる負担を軽減し、授業料実質無償化措置と一

体となって、家庭の経済事情にかかわらない自由
な学校選択を支援する。
また、給付型奨学金の維持・拡充のため、原資
となる寄附金の確保に努める。

２ 滞納発生の未然防止と滞納の長期化防止

【第３期滞納ゼロ作戦の展開】
新たな滞納者の発生を抑制するとともに、返還
モラルの向上による滞納発生の未然防止に取り組
む。
債権管理の適正化と短期滞納者への督促強化な
どにより滞納の長期化を防止するとともに、滞納
金の回収に努める。

３ 法人運営の安定化

回収コスト等経費の節減に努めるなど、より効
率的・効果的な事業運営に努める。

①経済的理由により修学を断念しない環境づくり

・給付型奨学金の維持・拡充のための寄附金確保
【4,459万円(H28実績)

➔4,000万円(R3)】

②奨学金制度の持続的運営に向けた貸付資金の確保

・新規滞納者発生率
【4.45％(H28実績)➔3.8％(R3)】
・新規滞納者返還者率
【85.7％(H28実績)➔90.9％(R3)】
・滞納者における返還者率
【75.0％(H28実績)➔74.9％(R3)】
・法的措置者における返還者率
【47.9%(H28実績)➔51.6％(R3)】
・滞納額の抑制
【60.3億円(H28実績)➔51.6億円(R3)】

③法人運営の安定性確保

・正味財産比率

【1.09%(H28実績))➔3.80%(R3)】

④償還金回収コストの抑制

・償還金回収コスト比率
【4.00％(H28実績)➔4.51％(R3)】



法人名 公益財団法人大阪府育英会

目標値

実績値
〔見込値〕

R3目標値
最終年度
目標値

○大阪府育英会では、向学心に富みながら経済的理由により修学が困難な生徒への奨学金貸付事業を実施してきた。しかし、雇用環境の変化等による非正規雇
用の増加に伴い収入が不安定な方が増加し、奨学金の返還が滞る結果となっている。
このような中、返還を要しない給付型奨学金は、教育の機会均等を図り、次代の社会を担う有用な人材を育成するために、極めて重要であり、高校生が将来の返
済を考えることなく安心して学校生活を送るために、大きな役割を果たすものである。そのため、育英会では、給付型奨学金事業を奨学金貸付事業と併せて主要
事業の一つとして位置づけ、事業の維持・拡大を図っていきたいと考えている。
 
○育英会では、給付型奨学金事業として、しっかりとした将来への夢を持ちながら、経済的な理由により学習環境に恵まれない高校生を支援するため、平成２３年
度に（株）ユー・エス・ジェイ（ＵＳＪ）からの寄附金を原資とした「ＵＳＪ奨学金」を、平成２６年度には民間企業・団体等からの寄附金を原資とした「夢みらい奨学金」を
創設した。今後も、このような高校生の“夢”の実現を支援するため、一層の事業拡大を図っていきたいと考えている。
 
○このようなことから、給付型奨学金事業の事業資金となる寄附金の確保が、今後さらに重要となるため、最重点目標とするものである。

○なお、令和３年度は、給付人数を『ＵＳＪ奨学金』は１５名、『夢みらい奨学金』は１２０名、合計１３５名の高校生等に対し給付する予定であり、今後も継続して事
業を実施していくためこれらの資金となる寄附金の確保を目標値とする。

5,728 ↓5,000 40

○ 令和２年度の経営目標達成状況及び令和３年度経営目標設定表

最重点とする理由、
経営上の位置付け

活動方針

経済的理由により修学を断念しない環
境づくり

○給付型奨学金事業を安定的・継続的に実施するには、事業原資となる寄附金を確保しなければならない。寄附金確保には、広く府民等に寄附を募るとともに、
奨学金制度の意義を企業等に理解していただき、寄附に結びつけることが必要となる。そのためには、寄附金により奨学金を受けた奨学生の思いを伝え、寄附金
が有意義に活用されていることのアウトプットが重要となる。
 
○また、事業を実施していくための体制整備・活動経費の確保も課題となっている。

4,000万円

最重点目標達成のための
組織の課題、改善点

給付型奨学金の維持・拡充のための寄附金
確保

R3目標設定の考え方
（数値の根拠）

 ※累積数値による目標設定の場合は、その理由も記載

ウエイト
（R2）

Ｒ
２

40
中期経営計画より給付人数を増やしたため、中期経営計画のR3
目標値を上回る値を設定。

R3目標値
ウエイト
（R3）

戦略目標達成のための活動事項

Ⅰ．最重点目標（成果測定指標）

戦略目標 成果測定指標
新
規
単
位

R1実績値

中期経営計画
（H29～R３）

法人経営者の考え方（取組姿勢・決意）

○給付型奨学金事業の原資の確保を図るため、企業・団体、府民、マスコミに対し、この事業に関する情報提供を積極的に行い、事業の意義や資金確保の必要
性について理解を求め、寄附の拡大につなげる。また、奨学金給付を受けた奨学生にも積極的に募金活動に参加してもらい、奨学生自らが給付型奨学金事業の
意義を訴えることにより広く府民の方々に関心を持ってもらい寄附の拡大につなげる。

5,000

〔11,601〕

4,000

○経済関係団体や企業、役所、病院、高齢者施設、図書館などに
対し、給付型奨学金事業の意義や資金確保の必要性について、
積極的に情報提供を行い寄附の拡大につなげる。

○給付を受けた奨学生の寄附していただいた方に対する思いを
「奨学生の声」として育英会ガイドブックやホームページに掲載し、
給付型奨学金事業への理解・協力を求める。

○奨学金給付を受けた夢みらい奨学生に街頭募金に参加してもら
い、奨学生自らが給付型奨学金事業の意義を訴えることにより、
広く府民の方々に関心を持ってもらい寄附の拡大につなげる。

○寄附の継続による夢みらい奨学金給付事業の円滑な運営を図
るため、寄附していただいた方々に奨学生の認定式に参加してい
ただき、事業への理解を深めていただく。

○寄附していただいた方々に夢みらい奨学金のサポーターとなっ
て広く寄附金の確保等を知人の方々に呼びかけていただき、給付
型奨学金事業の広報啓発に努め、広く府民から寄附を募る。

○大阪マラソン（令和４年２月開催予定）のチャレンジパートナー
（寄附先団体）に選出されたことから、チャリティランナーを通じて寄
附を募るとともに、夢みらい奨学金事業の周知を図る。

資料２



法人名 公益財団法人大阪府育英会

目標値

実績値
〔見込値〕

R3目標値
最終年度
目標値

【凡例】

・☆はR3年度からの新規項目

・×は目標値未達成

・↓は前年度実績比マイナスの目標値

・ 〔 〕 内の数値は、参考として記入した実績見込値

・ （ ） 内の数値は、当該年度の経営目標として設定していないため、参考として記入した実績値

②
奨学金制度の持続的運営に向けた貸
付資金の確保

新規滞納者発生率
（新規繰越滞納者数／正常要返還者
数）

滞納者における返還者率
（繰越滞納返還者数／繰越滞納者数）

法的措置者における返還者率
（法的措置返還者数／法的措置者数）

R3目標値

3 3.8

55.1

 新規滞納者返還者率
（新規繰越等滞納返還者数／新規繰
越等滞納者数）

Ⅱ．設立目的と事業内容の適合性（事業効果、業績、ＣＳ）

戦略目標

滞納額の抑制

％
R２年度目標達成見込のた
め、中期経営計画目標値と
同値を設定。

新たな滞納者の発生を抑制するため、初
期段階の滞納者に対し集中的に電話・文
書等により接触を図り返還を促進する。

3

成果測定指標 R1実績値
ウエイト
（R2）

次の指標目標の達成に向けた取組みに
より滞納額の抑制を図る。

戦略目標達成のための活動事項

90.9

51.6

R２年度目標達成見込のた
め、中期経営計画目標値と
同値を設定。

ウエイト
（R3）

R3目標設定の考え方
（数値の根拠）

 ※累積数値による目標設定
の場合は、その理由も記載

15

％ 3

〔89.7〕

3

75.4

〔75.4〕

％ 15 ↓5.02
償還金収入の増加、より効率的・効果的
な事業運営に努め、回収に係るコストの
圧縮に努める。

50.1

4.50

49.1 18

90.9 90.9

3.8

滞納の長期化を未然に防止するため、特
に新規の繰越滞納者となった口座振替不
能者等に対し集中的に電話・文書等によ
る接触を図り返還を促進する。

滞納者に積極的に接触を図るとともに、滞
納金額や滞納期間など滞納者の状況を
適宜分析し、状況に応じた取組みを行う。
また、この取組みを通じて返還を促進・継
続させることで、返還者数の増加はもとよ
り、滞納者の捕捉や時効中断など債権の
適正管理に努める。

％

％

3.26

4.29

×〔4.73〕

事前調査により対象となる滞納者を絞込
み、資力がありながら返還に応じない滞
納者に対して積極的に法的措置（弁護士
名催告を含む。）を講じる。

15

3

償還金収入の増加に努め、負債の圧縮を
図るとともに、管理費等を圧縮し、正味財
産の増加に努める。

④

法人運営の安定性確保

償還金回収コストの抑制

15 3.80

貸付額の減少等に伴い償
還金収入が減少するため、
それに応じた目標値を設
定。

51.6

新
規
単
位

3.80 3.80

3

償還金回収コスト比率
（回収コスト／償還金収入（繰上げ償還額除
く））

R２年度見込値でR３年度
中期経営計画目標値を超
える見込みのため、Ｒ２年
度見込を上回る値を設定。

4.51 4.51

Ⅲ．健全性・採算性（財務）、 コスト抑制と経営資源の有効活用・自立性の向上（効率性）

3

③
正味財産比率
（正味財産／総資産）

2.82

〔50.7〕

86.6

51.6

74.9

51.6

75.3 75.5

億円 18

50.7

3

4.0

3.9

〔3.9〕

3.8

％

Ｒ
２

54.0

〔50.9〕

R２年度見込を上回る値を
設定。

89.7

中期経営計画
（H29～R3）

〔3.26〕

R２年度目標達成見込のた
め、中期経営計画目標値と
同値を設定。

R２年度目標達成見込のた
め、中期経営計画目標値と
同値を設定。

74.9

51.6



法人名

○令和２年度の実施結果

対象者数 実施時期

予約募集は、10,318人
在学募集は、1,000〜
1,500⼈(⾒込）

予約募集は2020年8〜10⽉
在学募集は2021年4〜5⽉

○ 令和３年度の実施⽅針

対象者数 実施時期

予約募集は、10,000〜
12,000⼈(⾒込）
在学募集は、900〜
1,200⼈(⾒込）

予約募集は2021年8〜10⽉
在学募集は2022年4〜5⽉

実施結果の主な内容 実施結果を踏まえた取組

※ 在学募集時のアンケートは2021年（令和3年）4〜5⽉に実施予
定

※参考
  奨学⾦申込者における中学校在学時の奨学⾦制度の
  周知度・・・2019(令和元)年度 98.1％

引き続き、奨学⾦制度の周知を実施

公益財団法人大阪府育英会

ＣＳ調査の実施概要

調査内容 実施方法 アンケート等対象者

奨学⾦申込者における中学校在学時の
奨学⾦制度の周知度

予約奨学生および在学奨学生募集の申
込書に奨学⾦制度をいつ頃知ったかを記
入

予約募集に申込みの中学3年⽣および在学募集に
申込みの⾼校等1年⽣

調査内容 実施方法 アンケート等対象者

奨学⾦申込者における中学校在学時の
奨学⾦制度の周知度

予約奨学生および在学奨学生募集の申
込書に奨学⾦制度をいつ頃知ったかを記
入

予約募集に申込みの中学3年⽣および在学募集に
申込みの⾼校等1年⽣

資料３-②



法人名

■ 目標値未達成の要因について
〔１〕

単位 R2年度の
目標値

R2年度の
実績値〔⾒込値〕

％ 4.29 〔4.73〕

未達成の
要因と分析

今後の
改善方策

 滞納対策については、初期滞納者（1年未満の滞納者）への
督促を速やかに⾏うほか、返還者の就労や所得など個々の状況
を踏まえ、返還猶予や分割納付を提案するなど、きめ細やかな納
付相談を⾏う。また、⻑期滞納者（1年以上の滞納者）に対し
ては、個々の状況に応じて⾃宅⼜は勤務先への架電、本⼈及び
連帯保証⼈への⽂書発送に加え、⾃宅への積極的な訪問など
による督促を⾏う。さらに弁護⼠名による⽀払督促など法的措置
を活用し返還交渉に繋粘、粘り強く継続的に交渉していく。
 回収に係るコストについては、収⼊率を上げるためには様々な
取組みが必要となり一定コストを要するが、引き続きより効果的・
効率的な事業運営に努めていく。

公益財団法人大阪府育英会

R2年度の
成果測定指標

償還⾦回収コスト⽐率
（回収コスト／償還⾦収⼊
（繰上げ償還額除く））

未達成の
要因と分析

 目標が未達成の要因は、回収コストは縮減を図ることができた
が、⼀⽅、償還⾦収⼊のうちの現年度収⼊の減少により計画値
に達しなかったことによるものである。
○現年度の償還⾦収⼊の減少について
 計画における償還⾦収⼊⾒込は、計画策定年度（平成28
年度）の直近３ヶ年における貸付及び返還状況、⽣徒数の推
移などを踏まえ算定したものであるが、その後の雇用情勢の改善
など経済状況の好転による影響等から奨学⾦の利⽤者が減少
し、貸付額が縮減したことに伴い現年度の償還⾦収⼊が計画に
比して大きく減少した。

資料４

■償還金回収コスト比率       （単位：百万円）

Ｒ２年度 Ｒ２年度
目標 見込

343 336

8,000 7,110

現年度収入 7,054 6,188

過年度収入 946 922

4.29% 4.73%

償還金収入

 償還金回収ｺｽﾄ比率

償還金回収ｺｽﾄ

■償還金（現年度収入）の状況        （単位：百万円）
調定額 収入額 収入率 収入件数

Ａ Ｂ Ｂ／Ａ

計画 7,983 7,054 88.4% 80,227件

見込 6,855 6,188 90.3% 72,442件

差 △ 1,128 △ 866 1.9% △7,785件

■奨学金の貸付状況

件数 貸付額 件数 貸付額 件数 貸付額 件数 貸付額 件数 貸付額

計画 ー ー ー ー 36,082 4,377 35,973 4,359 36,034 4,356

実績 36,731 4,652 35,219 4,457 33,262 4,270 30,762 4,006 28,239 3,763

差 ー ー ー ー △ 2,820 △ 107 △ 5,211 △ 353 △ 7,795 △ 593

（Ｈ３０）

（単位：件、百万円）

２０１４年度貸付 ２０１５度貸付 ２０１６年度貸付 ２０１７年度貸付 ２０１８年度貸付

（Ｈ２６） （Ｈ２７） （Ｈ２８） （Ｈ２９）
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■  令和２年度実績⽐ マイナス（現状維持）⽬標の考え⽅について
〔１〕 〔２〕

単位 R2年度の
実績値〔⾒込値〕

R3年度の
目標値 単位 R3年度の

目標値

万円 〔11,601万円〕  5,000万円 ％ 5.02

マイナス
（現状維持）
目標の考え方

マイナス
（現状維持）
目標の考え方

〔4.73〕

 育英会では、ポスター・チラシやホームページ、街頭募⾦などで
広く府⺠に周知し寄附⾦の確保に向け鋭意努⼒しているところ。
 令和２年度実績（⾒込）は、企業・団体からの⼤⼝の寄附
⾦により⽬標を⼤きく上回ることができた。
 しかしながら、企業・団体からの寄附は、経営状況などによって
⼤きく左右されるため不確定な要素が多く、また、新型コロナウイ
ルス感染症の感染拡大により厳しい経済状況となっている中で、
同規模の寄附を確保する⽬処は⽴っていない。
 このようなことから、令和３年度⽬標額は令和２年度実績を
下回るものの、安定的に給付型奨学⾦制度を維持できるよう、
5,000万円（中期経営計画より1,000万円増）を目標額とし
たい。
 今後とも、給付型奨学⾦の実績を積み重ね、府⺠、企業・団
体に奨学⾦の役割や意義を訴え、より多くの府⺠や企業・団体
等から継続して寄附を募っていく。

 償還⾦の回収コストについては、これまでも削減に取り組んでき
たところであるが、償還⾦収⼊が⽣徒数の減少や経済状況の好
転による影響等から、奨学⾦の利⽤者が減少したことにより、貸
付額が縮減し、これに伴い現年度の償還⾦収⼊が減少してい
る。また、昨年からの新型コロナウイルス感染症の感染拡⼤の影
響により返還⾦の返還猶予が増加（令和2年度は令和元年度
に⽐して約1億円増）しており、令和３年度もこうした状況が続く
と予想され、償還⾦収⼊はより減少すると⾒込まれる。
 一方、回収に係るコストについては引き続き縮減に努めるもの
の、償還⾦収⼊を上げるために様々な取組みが必要であり⼀定
コストを要する。
 こうしたことを踏まえ、令和３年度は、償還⾦収⼊を前年度⽐
９３％となる6,590百万円と⾒込む⼀⽅、回収コストは、近年
の奨学⾦利⽤者の減少に伴い返還義務者も減少することから、
返還⾦の⼝座振替⼿数料や通知書送付費⽤等の縮減が⾒込
まれ、総額では330百万円（前年度⽐600万円減）と⾒込
む。これらから算出される償還⾦回収コスト⽐率、5.02を令和３
年度の⽬標値としたい。

公益財団法人大阪府育英会

成果測定指標 R2年度の
実績値〔⾒込値〕

給付型奨学⾦の維持・拡充
のための寄附⾦確保

償還⾦回収コスト⽐率
（回収コスト／償還⾦収⼊
（繰上げ償還額除く））

成果測定指標

資料６資料６

■償還金回収コスト比率            （単位：百万円）

Ｒ２年度 Ｒ３年度

見込 目標

336 330
人件費 196 196
物件費 140 134

7,110 6,590
4.73% 5.02%

償還金回収ｺｽﾄ

償還金収入

 償還金回収ｺｽﾄ比率


